


 

（４）開催実績 

第１回 平成28年５月31日 ① 先進事例紹介について 

② 農地転用許可権限の移譲について 

③ 第２次改定骨子案の概要について 

④  権限移譲推進方針改定に係るアンケート結果 

及び市町訪問による意見交換の概要について 

⑤ 第６次一括法の概要について 

⑥  今後の進め方について 

第２回 平成28年10月24日 ① 他県の方針改定状況について 

② 第２次改定案について 

③ 内閣府の実施する提案募集について 

④ 今後の予定について 

 

（５） 検討状況 

① 第１回検討会議 

・ 岡山県新見市の職員を講師に招き、市における権限移譲の取組を紹介いただきまし

た。 

・ 農林水産部農地調整課から、農地転用許可事務の説明を行い、指定市町村移行に向

けての検討を依頼しました。 

・ 平成 28（2016）年５月に公布された第６次地方分権一括法における国・都道府県か

ら市町への権限移譲の概要について説明を行いました。 

・ 平成 28（2016）年２月に実施した権限移譲推進方針改定の方向性に係るアンケート

結果及び５月に実施した市町訪問による意見交換の概要（重点移譲事務の選定や支

援交付金制度の廃止等）について、情報共有を図りました。 

・ 上記アンケート等による意見をふまえて事務局において作成した第２次改定案（骨

子案）の説明を行い、後日、市町及び県庁各部に意見照会を実施することとしまし

た。 

 

② 第２回検討会議 

・ 他県における権限移譲推進方針の改定状況について、情報共有を図りました。 

・ 内閣府が実施している提案募集について説明を行い、次年度に向けての積極的な活

用を依頼しました。 

・ 骨子案に基づき事務局が作成した第２次改定案について説明を行い、意見交換を行

いました。また、改めて市町及び県庁各部に意見照会を実施することとしました。 

  （後日、いただいた意見をふまえた修正案について再度市町及び県庁各部に意見照 

会を行い、最終案を作成しました。最終案については、県議会の総務地域連携常任 
委員会（12月 12日開催）において報告をしました。） 

    

 主な改正点（新規追加項目）は下記のとおりです。 

   ① 重点移譲事務の選定 



   ② 移譲対象事務の拡充 

   ③ その他の支援（情報面での支援の充実） 

   ④ 広域連携の仕組みを活用した権限移譲の検討 

 

（６）取組成果 

現行方針の推進期間における課題を検証するとともに、各市町及び県各部への意向 

調査や、市町訪問による意見交換、他府県の状況調査等をふまえて検討を行い、「三重

県権限移譲推進方針（第２次改定）」を策定しました。 

次期方針においては、市町優先の原則（手挙げ方式の採用）等、現行方針の基本的

な考え方は踏襲しつつ、移譲事務の重点化を図ることにより、移譲の効果や市町の抱

える課題についてより詳細に検証を行い、移譲の効果が高いと認められる事務につい

て、積極的に移譲を進めることとなりました。 

 

（７）今後の方針 

改定した「三重県権限移譲推進方針」に基づき、移譲効果の高い権限移譲を進めて

いきます。 

特に、重点移譲事務については、関係部局のこれまでの市町へのアプローチをふま

えながら、効果的な説明会、勉強会を開催し、市町における権限移譲の検討が進むよ

う努めます。 

なお、「三重県権限移譲推進方針」を改定することができたことにより取組目標を達

成することができたことから、検討会議は平成 28（2016）年度で終了します。 

 

（８）取組に対する自己評価 

目標に対する取組成果が十分発揮されました。 

（判断理由等） 

権限移譲の推進は、県と市町が連携・協働しながら取り組むものであることから、当検討会

議には全ての市町及び県各部が参加するとともに、現行の「権限移譲推進方針」の検証、他県

における推進方策の調査、国の動向等の情報共有、各市町へのアンケート調査や市町訪問によ

る意見交換等を通じて権限移譲に関する幅広い意見を聞くことができました。 

検討会議を通じて得られたさまざまな意見等を反映して「三重県権限移譲推進方針」を改定

することができました。 

 


